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１　予算の規模

■ 予算総計表

令和５年度 令和４年度 増減額 伸率

29,592,000 27,648,000 1,944,000 7.0

15,182,454 14,356,793 825,661 5.8

国民健康保険 6,908,218 6,539,064 369,154 5.6

後期高齢者医療 2,188,865 2,117,975 70,890 3.3

介護保険 5,993,158 5,624,296 368,862 6.6

三ケ峯台団地汚水処理事業 10,246 8,618 1,628 18.9

南山エピック団地汚水処理事業 14,262 11,832 2,430 20.5

五色園団地汚水処理事業 67,705 55,008 12,697 23.1

3,599,987 3,307,122 292,865 8.9

下水道事業 3,599,987 3,307,122 292,865 8.9

48,374,441 45,311,915 3,062,526 6.8合計

（単位：千円、％）

会計名

一般会計

特別会計

企業会計

○令和５年度当初予算は、一般会計・特別会計・企業会計の総額で４８３億

７,４４４万１千円の予算となりました。令和４年度当初予算と比較すると

３０億６，２５２万６千円、６．８％の増加となります。

○一般会計では、景気に緩やかな持ち直しの動きがみられ、個人市民税や法人

市民税の一定の回復を見込む一方で、歳出の増加に対しては、既存事業の手

法の合理化、本格実施となる「インセンティブ予算制度」による工夫・改善

などにより経費の精査をしています。

○特別会計では、１人あたりの保険給付費の増加に伴い国民健康保険が、介護

サービスの利用者数の増加に伴い介護保険が増加しています。

〇下水道事業は、令和２年度から日進市下水道事業特別会計と日進市農業集落

排水処理施設事業特別会計を合わせて公営企業会計へ移行しています。
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■ 最近１０年間の予算額の推移

※公営企業会計へ移行された下水道事業は切り離しています。
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２　歳入の状況（一般会計）

■ 歳入款別一覧表
（単位：千円、％）

款 款名称 令和５年度 令和４年度 増減額 伸率
５年度
構成比

４年度
構成比

1 市税 16,022,779 15,365,556 657,223 4.3 54.2 55.6

2 地方譲与税 183,700 183,700 0 0.0 0.6 0.7

3 利子割交付金 7,100 7,100 0 0.0 0.0 0.0

4 配当割交付金 100,000 100,000 0 0.0 0.3 0.4

5 株式等譲渡所得割交付金 64,000 64,000 0 0.0 0.2 0.2

6 法人事業税交付金 90,000 90,000 0 0.0 0.3 0.3

7 地方消費税交付金 1,900,000 1,700,000 200,000 11.8 6.4 6.1

8 ゴルフ場利用税交付金　 1,600 1,600 0 0.0 0.0 0.0

9 環境性能割交付金 50,000 50,000 0 0.0 0.2 0.2

10 地方特例交付金 106,001 106,001 0 0.0 0.4 0.4

11 地方交付税 40,000 60,000 △ 20,000 △ 33.3 0.1 0.2

12 交通安全対策特別交付金 10,000 10,000 0 0.0 0.0 0.0

13 分担金及び負担金 321,255 236,464 84,791 35.9 1.1 0.9

14 使用料及び手数料 359,967 356,177 3,790 1.1 1.2 1.3

15 国庫支出金　 4,197,459 3,982,909 214,550 5.4 14.2 14.4

16 県支出金　 2,281,043 2,172,717 108,326 5.0 7.7 7.9

17 財産収入　 16,261 10,843 5,418 50.0 0.1 0.0

18 寄附金　 668,005 382,505 285,500 74.6 2.3 1.4

19 繰入金　 1,373,098 1,103,835 269,263 24.4 4.6 4.0

20 繰越金　 300,000 300,000 0 0.0 1.0 1.1

21 諸収入 900,732 852,593 48,139 5.6 3.1 3.1

22 市債 599,000 512,000 87,000 17.0 2.0 1.9

29,592,000 27,648,000 1,944,000 7.0 100.0 100.0

自主財源 19,962,097 18,607,973 1,354,124 7.3 67.6 67.4

依存財源 9,629,903 9,040,027 589,876 6.5 32.4 32.6

一般財源 21,024,644 19,631,121 1,393,523 7.1 71.0 71.0

特定財源 8,567,356 8,016,879 550,477 6.9 29.0 29.0

合計

内
　
訳
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■ 対前年度増減比較

国庫支出金　
県支出金　
財産収入　
寄附金　
繰入金　
繰越金　
諸収入
市債

#REF!

自主財源
依存財源
一般財源
特定財源

合計

自主財源
依存財源

市債
0.0％

〇繰入金は、財政調整基金繰入金及び公共施設整備基金繰入金の増加等により、

２億６，９２６万３千円、２４．４％の増加となります。

〇自主財源比率は、依存財源の地方消費税交付金や国庫支出金などが増加した

ものの、自主財源の市税や寄付金などの増加が上回り、令和４年度と比べて

０．２ポイント増加の６７．６％、一般財源比率については、令和４年度と

同様７１．０％となります。

自主財源

67.6%

依存財源

32.4%

歳入予算額構成比

市税
54.2％

繰入金
4.6%

諸収入
3.1%

分担金・負担金
使用料・手数料

財産収入
寄附金・繰越金

5.7%

国庫支出金
14.2%

県支出金
7.7%

地方譲与税
各種交付金
地方交付税

8.5%
市債
2.0%

予算額
295億9,200万円
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３　市税の状況（一般会計）

■ 市税内訳表
（単位：千円、％）

令和５年度 令和４年度 増減額 伸率
５年度
構成比

４年度
構成比

7,332,047 7,016,272 315,775 4.5 45.8 45.7

662,930 522,685 140,245 26.8 4.1 3.4

6,855,248 6,735,556 119,692 1.8 42.8 43.8

土地 2,879,155 2,834,830 44,325 1.6 18.0 18.4

家屋 3,129,345 3,029,860 99,485 3.3 19.5 19.7

償却資産 793,910 823,460 △ 29,550 △ 3.6 5.0 5.4

滞納繰越分 39,608 34,226 5,382 15.7 0.2 0.2

国有資産等 13,230 13,180 50 0.4 0.1 0.1

175,276 159,543 15,733 9.9 1.1 1.0

384,000 334,505 49,495 14.8 2.4 2.2

1 1 0 0.0 0.0 0.0

613,277 596,994 16,283 2.7 3.8 3.9

16,022,779 15,365,556 657,223 4.3 100.0 100.0

■ 最近１０年間の市税の当初予算計上額の推移

税目

個人市民税

法人市民税

都市計画税

合計

入湯税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

0
2,000
4,000
6,000
8,000

10,000
12,000
14,000
16,000
18,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

その他

都市計画税

固定資産税

法人市民税

個人市民税

百万円

年度
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税目
個人市民税
法人市民税
固定資産税

軽自動車税
市たばこ税
特別土地保有税
入湯税
都市計画税
合計

←文言は税務課　大川主幹、横井補佐と調整。

個人市民税
法人市民税
固定資産税
都市計画税
軽自動車税
市たばこ税
その他

○市税の総額は、１６０億２，２７７万９千円で、前年度と比べて、６億５，

７２２万３千円、４．３％の増加となります。

○個人市民税は、景気の緩やかな回復による所得割額の増加を見込み、３億

１，５７７万５千円、４．５％の増加となります。

○法人市民税は、景気の緩やかな回復による法人税割額の増加を見込み、１億

４，０２４万５千円、２６．８％の増加となります。

○固定資産税は、土地区画整理事業を始めとする宅地開発等を見込み、１億

１，９６９万２千円、１．８％の増加となります。

○軽自動車税は、引き続き登録台数が増加傾向にあることから、１，５７３万

３千円、９．９％の増加となります。

○都市計画税は、固定資産税と同様の理由により、１，６２８万３千円、２．

７％の増加となります。

個人市民税 45.8%

法人市民税 4.1%

固定資産税 42.8%

都市計画税 3.8%

軽自動車税 1.1%

市たばこ税 2.4%
その他 0.0%

市税内訳
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４　歳出の状況（一般会計）

■ 歳出款別一覧表（一般会計）
（単位：千円、％）

款 款名称 令和５年度 令和４年度 増減額 伸率
５年度
構成比

４年度
構成比

1 議会費 259,997 259,305 692 0.3 0.9 0.9

2 総務費 3,212,357 3,002,892 209,465 7.0 10.9 10.9

3 民生費　 13,538,427 13,126,757 411,670 3.1 45.8 47.5

4 衛生費　　　　　 3,282,436 2,318,431 964,005 41.6 11.1 8.4

5 労働費 4,058 3,909 149 3.8 0.0 0.0

6 農林水産業費　 132,242 117,978 14,264 12.1 0.5 0.4

7 商工費　 298,290 329,820 △ 31,530 △ 9.6 1.0 1.2

8 土木費　　　　 2,732,196 3,192,448 △ 460,252 △ 14.4 9.2 11.5

9 消防費　　 998,439 970,108 28,331 2.9 3.4 3.5

10 教育費　 4,099,478 3,236,567 862,911 26.7 13.9 11.7

11 災害復旧費　 6 6 0 0.0 0.0 0.0

12 公債費　 981,871 1,038,753 △ 56,882 △ 5.5 3.3 3.8

13 諸支出金　 2,203 1,026 1,177 114.7 0.0 0.0

14 予備費　 50,000 50,000 0 0.0 0.2 0.2

29,592,000 27,648,000 1,944,000 7.0 100.0 100.0

0

合計

議会費

0.9%
総務費

10.9%

民生費

45.8%
衛生費

11.1%

労働費

0.0%

農林水産業費

0.4%

商工費

1.0%

土木費

9.2%

消防費

3.4%

教育費

13.9%

公債費

3.3% その他

0.2%

歳出予算額構成比

0.5%
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款名称
議会費
総務費
民生費　

労働費

商工費　

教育費　

公債費　

予備費　
合計

1月1日人口

議会費
総務費
民生費　

労働費

商工費　

教育費　
公債費　
その他
合計

議会費 2,774
総務費 34,268

民生費 144,424

衛生費

35,016労働費

43

農林水産業費

1,411

商工費 3,182

土木費 29,146

消防費 10,651

教育費 43,732

公債費

10,474

その他

57

１人あたりの歳出内訳

予算額(１人あたり) 315,678円

※令和5年1月1日人口：93,741人

（単位：円）

○総務費は、スマート窓口等導入委託料や自動運転バス実証実験委託料の皆増などに

より、２億９４６万５千円、７．０％の増加となります。

○民生費は、認可保育所等整備費補助金や子育てのための施設利用給付費が減少した

ものの、自立支援給付費、障害児通所給付費、施設型給付費の増加などにより、４

億１，１６７万円、３．１％の増加となります。

○衛生費は、日進美化センター既存施設解体事業や尾三衛生組合負担金が増加したこ

となどにより、９億６，４００万５千円、４１．６％の増加となります。

○商工費は、プレミアム食事券発行補助金の皆減や、にっしん観光まちづくり協会補

助金の減少などにより、３，１５３万円、９．６％の減少となります。

○土木費は、道の駅整備事業や（都）野方三ツ池公園線整備事業における土地購入、

スマートインターチェンジ整備事業における委託料の減少などにより、４億６，０

２５万２千円、１４．４％の減少となります。

○消防費は、防災情報システム等維持整備事業などが減少したものの、尾三消防組合

負担金の増加や、消防団交付金の皆増などにより、２，８３３万１千円、２．９％

の増加となります。

○教育費は、相野山小学校トイレ改修工事、香久山小学校外壁改修工事、中学校特別

教室等空調設置工事、スポーツセンター空調設備改修工事の皆増などにより、８億

６，２９１万１千円、２６．７％の増加となります。

○公債費は、平成１４年度に借入れた竹の山小学校建設事業、岩崎台・香久山福祉会

館建設事業などの起債償還が令和４年度で終わることなどにより、５，６８８万２

千円、５．５％の減少となります。

557
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５　歳出性質別の状況（一般会計）

■ 歳出性質別一覧表（一般会計）
（単位：千円、％）

令和５年度 令和４年度 増減額 伸率
５年度
構成比

４年度
構成比

義務的経費 13,366,035 12,816,798 549,237 4.3 45.1 46.4

人件費 5,446,265 5,234,755 211,510 4.0 18.4 18.9

扶助費 6,937,899 6,543,290 394,609 6.0 23.4 23.7

公債費 981,871 1,038,753 △ 56,882 △ 5.5 3.3 3.8

投資的経費 2,140,133 2,030,891 109,242 5.4 7.2 7.3

普通建設費 2,140,127 2,030,885 109,242 5.4 7.2 7.3

災害復旧費 6 6 0 0.0 0.0 0.0

その他の経費 14,085,832 12,800,311 1,285,521 10.0 47.7 46.4

物件費 7,418,222 6,733,457 684,765 10.2 25.1 24.4

維持補修費 260,390 320,380 △ 59,990 △ 18.7 0.9 1.2

補助費等 3,986,429 3,427,961 558,468 16.3 13.5 12.4

積立金 2,207 1,030 1,177 114.3 0.0 0.0

投資・出資・貸付金 120,001 120,001 0 0.0 0.4 0.4

繰出金 2,248,583 2,147,482 101,101 4.7 7.6 7.8

予備費 50,000 50,000 0 0.0 0.2 0.2

29,592,000 27,648,000 1,944,000 7.0 100.0 100.0

■ 最近１０年間の義務的経費の当初予算計上額の推移

※令和２年度から会計年度任用職員制度の導入により人件費が上昇しています。

性質名称

合計
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百万円

年度
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■ 対前年度増減比較

性質名称
義務的経費

投資的経費

その他の経費

合計

■ 物価高騰の影響について

○義務的経費（人件費、扶助費、公債費の３つを指し、支出が義務づけられ任意に削減できない経

費）は、５億４，９２３万７千円、４．３％の増加となります。

○義務的経費が増加した主な理由は、扶助費が自立支援給付費、施設型給付費

の増加などにより、３億９，４６０万９千円、６．０％増加したことなどに

よるものです。

○近年の義務的経費は、扶助費の増加に伴い上昇傾向にあります。

○投資的経費が増加した主な理由は、日進美化センターの解体撤去工事の増加

や、中学校特別教室等空調設置工事の皆増などによるものです。

○その他の経費が増加した主な理由は、ふるさと納税の増加に伴う返礼品発送

業務委託料、スマート窓口等導入委託料、自動運転バス実証実験委託料など

の物件費が増加したことなどによるものです。

〇その他の経費において、燃料費や物価が高騰している影響により、光熱水費が

約１．０億円、賄材料費が約０．７億円、消耗品費が約０．５億円、委託料が

約０．８億円増加しています。
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６　基金の状況（一般会計）

　

■ 基金残高表

基金名称
令和４年度末
残高見込み

令和５年度
繰入予定額

令和５年度
積立予定額

（元金＋利子）

令和５年度末
残高見込み

財政調整基金 3,219,950 951,741 1 2,268,210

公共施設整備基金 3,390,547 412,803 1,721 2,979,465

減債基金 13,553 0 8 13,561

地域福祉基金 196,086 1,539 145 194,692

東部丘陵保全基金 52,908 2,403 1 50,506

災害対策基金 145,783 0 123 145,906

森林環境譲与税基金 3,758 0 0 3,758

旧日進美化センター解体撤去事業基金 0 0 0 0

庁舎建設基金 403,333 0 209 403,542

ふるさと応援基金 281,365 0 1 281,366

企業版ふるさと納税地方創生基金 0 0 1 1

合計 7,707,283 1,368,486 2,210 6,341,007

■ 最近１０年間の基金繰入金の当初予算計上額の推移

（単位：千円）
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1,000

1,200

1,400

1,600

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

その他

公共施設整備基金

財政調整基金

百万円

年度

○令和５年度の基金からの繰入金は、前年度比較で２億６，４６５万４千円、

２４．０％増加し、１３億６，８４８万６千円となります。

○このうち、財源不足に対応するために財政調整基金からは前年度比較で４，

８２０万４千円、５．３％増加の９億５，１７４万１千円を繰り入れます。

また、公共施設整備基金からは公共施設の修繕予算枠工事や、令和５年度か

ら試行実施するインフラ修繕予算枠工事に充てるため、４億１，２８０万３

千円を繰り入れます。

○前年度からの繰越金による歳入増額や入札残・執行残による歳出減額等が見

込まれるため、実際の繰入額は、当初予算計上額より減少する見込みです。
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７　地方債の状況（一般会計）

■ 最近１０年間の市債（歳入）の当初予算計上額の推移

■ 最近１０年間の市債残高（見込み）の推移

※令和４年度及び令和５年度の残高は見込みです。
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14,000
16,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

百万円
市債残高のうち赤字地方債

市債残高のうち建設地方債

年度

0

200

400

600

800

1,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

百万円
市債発行額のうち赤字地方債

市債発行額のうち建設地方債

年度

○市債には、主として保育園や学校など公共施設を整備するための財源とし

て借入れるもの（建設地方債）と、一般財源の不足を補い、どのような経

費にも充てられるもの（赤字地方債）があります。

○令和５年度は、日進駅西土地区画整理組合推進支援事業、香久山西部土地

区画整理組合推進支援事業、道の駅整備事業及び中学校特別教室空調設置

事業などの財源の一部として、建設地方債を充当します。

〇上記事業の財源として、５億９，９００万円を計上しており、建設地方債

は、前年度比較で８，７００万円の増加となります。

○市債の残高は、「竹の山小学校・日進北中学校」の用地取得を行った平成

２１年度の約１７５億円をピークに少しずつ減少傾向にあり、令和５年度

末時点では、約６６億円となる見込みです。

○市債残高のうち、臨時財政対策債等の赤字地方債の残高は、建設地方債を

優先的に発行するため、減少することが見込まれます。

7,099 6,601

512
599
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８　都市計画税充当事業

■ 都市計画税充当表

国県
支出金

市債 一般財源

８
土木費

４
都市計
画費

２
街路整備
事業費

（都）野方三ツ池
公園線整備事業

89,439 22,126 0 67,313 50,474

３
土地区画
整理費

日進駅西土地区画
整理組合推進支援
事業

27,900 9,300 15,000 3,600 2,699

日進駅西土地区画
整理地区外関連事
業

41,807 0 0 41,807 31,349

香久山西部土地区
画整理推組合進支
援事業

83,914 26,248 45,000 12,666 9,497

４
下水道費

下水道事業会計繰
出金

664,871 0 0 664,871 498,545

１２
公債費

１
公債費

１
元金

公園整備事業償還
金元金

26,611 0 0 26,611 19,954

２
利子

公園整備事業償還
金利子

1,012 0 0 1,012 759

935,554 57,674 60,000 817,880 613,277合計

一般財源
のうち

都市計画
税充当額

(単位：千円）

款 項 目 事業名 予算額

財源内訳

○都市計画税は、市街化区域内に所在する土地又は家屋の所有者に対して課

すことができる目的税です。都市計画事業又は土地区画整理事業に要する

経費に充当します。

○街路整備事業、土地区画整理組合補助等事業、下水道事業会計への繰出金

のほか、平成１５～１８年度に借り入れた上納池スポーツ公園整備事業、

平成２０～２１年度に借り入れた街区公園整備事業の市債の元利償還金に

も充当しています。

○充当金額は、６億１，３２７万７千円となっています。
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９　森林環境譲与税充当事業

■森林環境譲与税充当表

款 項 目 事業名 予算額

6
農林水
産業費

2
林業費

1
林業振
興費

森林保全保護事
業

2,593

一般財源
のうち

森林環境
譲与税充

当額

国県
支出金

市債 一般財源

415

財源内訳

0 2,178 1,849

0 6,458 5,481

0 0 3,971 3,370

10
教育費

2
小学校
費

1
学校管
理費

10
教育費

3
中学校
費

1
学校管
理費

中学校管理事業 3,971

小学校管理事業 6,458

415

0

0 12,607 10,700合計 13,022

○森林環境譲与税は令和元年度から創設された目的税です。森林を守るため

の財源として、市町村が行う森林整備やその促進に関する費用等に充てる

こととされています。

○小学校管理事業、中学校管理事業における、学校の机・いすの購入の一部

に充てるほか、日進市と木祖村の連携による「平成日進の森林」づくりに

充てます。
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１０　地方消費税交付金充当事業

■ 引上げ分の地方消費税交付金充当表

一般財源のう
ち引上げ分の
地方消費税交
付金充当額

国県
支出金

社
会
福
祉

障害者福祉事業

児童福祉事業

生活保護扶助事業

小計

その他
特定財源

一般財源

財源内訳

事業名 予算額

(単位：千円）

小計

保
健
衛
生

後期高齢者医療事業

福祉医療事業

疾病予防対策事業

小計

合計

1,568,231

5,533,075

334,720

7,436,026

429,524

783,387

1,212,911

883,216

1,120,179

722,760

2,726,155

11,375,092

社
会
保
険

国民健康保険事業

介護保険事業

109,943

334,334

12,618

1,058,805

3,325,078

257,254

4,641,137

196,276

456,895

5,330,843

0

266,830

1

266,831

0

0

0

0

31,201

4,590

35,791

302,622

36,535

232,811

773,273

754,644

705,552

509,426

1,941,167

77,465

2,528,058

233,248

2,233,469

5,741,627

91,951

350,381

13,983

456,315

42,101

134,807

176,908

139,576

136,213

127,352

403,141

1,036,364

746,852

980,100

○消費税率（国・地方）が令和元年１０月１日に１０％へ引き上げられたこと

により、地方消費税率についても１．７％から２．２％に引き上げられまし

た。また、令和５年度の地方消費税交付金は２２分の１２に相当する額を社

会保障経費に充てることになります。

○地方消費税率引上げ分の税収は、その使途を明確にし、主として今後も増加

が見込まれる社会保障経費の財源とすることとされています。

○引上げ分の地方消費税収は、障害者福祉事業、児童福祉事業（公立保育園管

理運営事業、幼児教育・保育無償化事業含む）、生活保護扶助事業などの

「社会福祉」や、国民健康保険事業、介護保険事業などの「社会保険」、後

期高齢者医療事業、福祉医療事業、疾病予防対策事業などの「保健衛生」に

係る事業に充当しています。

○令和５年度の地方消費税交付金は、１９億円となっており、そのうち、社会

保障財源分は１０億３，６３６万４千円となっています。
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１１　一般会計予算を家計に例えると

ローンの返済

医療費

食費

費目

給料

合計

家族への援助

貯金

保険料・税金・
親戚や友人への援助

消耗品・光熱水費・備品購入　等

自宅の修繕、増改築

予備費

親からの援助

（単位：円）

（単位：円）

比較

25,000

47,000

△ 6,000

16,000

29,000

32,000

地方譲与税、交付税、交付
金、国・県支出金

61,000

0

126,000

補助費等、投資・出資・貸
付金

積立金

予備費

普通建設費、維持補修費

人件費

19,000

10,000

0

△ 17,000

167,000

予算科目

公債費

扶助費

物件費

92,000

0

54,000

0

令和5年度

22,000

97,000

109,000

28,000

38,000

122,000

156,000

平成30年度

381,000

142,000

0

538,000

平成30年度

60,000

67,000

1,000

138,000

費目 令和5年度 予算科目

13,000

繰入金（基金）

市債

合計 664,000

家族からの援助 0 繰入金（他会計）

貯金の取り崩し 31,000

ローン

12,000

3,000

比較

36,000

126,000

0

417,000
市税、負担金、使用料、手
数料等の自主財源

203,000

50,000 繰出金（他会計）

538,000664,000

1,000

市の予算書等を見ても、金額が多いうえ言葉も専門的で分かりにくいとい
う方にも、より身近に感じていただけるように、令和５年度一般会計の当初
予算を年収５００万円の１ヶ月あたりの家計収支に例えて、５年前の平成３
０年度の当初予算と比較してみました。

収 入

支 出

月給417,000円に対し、支出総額は664,000円もあります。支出の内訳をみると、最
も多額になっているのは、消耗品・光熱水費・備品購入 等の167,000円です。
また、簡単に削ることのできない食費、医療費、ローンの返済をあわせると300,000
円になります。

なお、月額の支出合計が月給を上回ることから、その不足分を親からの援助、貯金

の取り崩し、ローンなどで補っています。
平成30年度と比較すると、支出では、ローンの返済と家族への援助が減少してお
り、他の費用は増加しています。また、収入では、給料は増加していますが、親から
の援助や貯金の取り崩しも増加していることが分かります。
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貯金残高

借金残高

費目

（単位：円）

年度末市債残高

年度末基金残高

1,775,000

1,706,000 1,050,000

△ 992,000

656,000

2,767,000

内容比較令和5年度 平成30年度

借金及び貯金残高の見込

当初の予定通りに収入や支出が行われると、令和５年度末時点での借金残高が
1,775,000円、貯金残高が1,706,000円となります。
平成30年度と比較すると借金残高は減少し、貯金の残高が増加していることが分か
ります。
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１２　主要事業一覧

１　健やかに暮らす

２　安全・安心を高める

３　暮らしやすいまちを創る

3　高齢者福祉・介
護保険

3519　河川・排水路 河川排水路整備事業 20,199 道路建設課

14　公園・緑地・景
観 公園・児童遊園等整備事業 13,517 都市計画課

環境課 34

32

16　環境負荷の少
ない地域社会の形
成

環境基本計画推進事業
（次世代自動車購入費補助事業）

3,000 環境課 33

ごみ・資源収集処理事業 2,523

日進美化センター既存施設解体事業 414,619 環境課 33

31

日進駅西土地区画整理組合推進支援事業
日進駅西土地区画整理地区外関連事業

69,707 区画整理課 31
13　住宅・市街地
形成

道の駅整備事業 342,310 基幹施設整備課 30

宅地耐震化推進事業 16,940 都市計画課

香久山西部土地区画整理組合推進支援事業 83,914 区画整理課 32

12　公共交通 公共交通対策事業 251,670 移動政策室 30

スマートインターチェンジ整備事業 29,262 基幹施設整備課 29

（都）野方三ツ池公園線整備事業 89,439 道路建設課 29

市道赤池・浅田２号線整備事業業 36,340 道路建設課 28

28

区分 中事業名 事業費（千円） 事業課 ページ

11　道路

道路施設維持・修繕事業
（交通課題対策検討委託事業）

18,750 土木管理課

10　交通安全・防
犯・消費者行政 交通安全対策事業 13,066 道路建設課 27

26

消防団事業 41,774 防災交通課 26

区分 中事業名 事業費（千円） 事業課 ページ

9　消防・救急
常備消防事業 921,180 防災交通課

5　健康づくり 母子健康推進事業 21,305 健康課 25

4　障害者・障害児
福祉 障害者基本計画推進事業 3,360 地域福祉課 25

こども課 22

24

高齢者福祉推進事業
（健康管理システム改修事業）

2,748 地域福祉課 24

認可保育所等整備支援事業 3,900 こども課 23

高齢者福祉・介護保険事業計画推進事業 2,958 地域福祉課

地域福祉計画推進事業 4,012 地域福祉課 23

21

母子等生活支援事業
（子どもの学習・生活支援委託事業）

10,057 子育て支援課 21

区分 中事業名 事業費（千円） 事業課 ページ

2　子育て・子育ち
支援

医療的ケア児支援事業 5,496 子育て支援課

公立保育園環境改善事業
（医療的ケア児保育支援事業）

5,647 こども課 22

認可保育所等支援事業
（第三子保育料無料化事業）

12,985

拡充

拡充

ＰＲ事業
新 規

ＰＲ事業
新 規

ＰＲ事業

新 規

拡充

新 規

新 規

ＰＲ事業
新 規

拡 充
ＰＲ事業

ＰＲ事業

新 規

ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業
新 規

ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業
新 規

拡 充
ＰＲ事業
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４　産業の魅力を高める

５　学びと文化で未来を創る人財を育てる

６　地域の自治力と行政経営力を高める

　　主な特別会計・公営企業会計

44

下水道事業会計 3,599,987 下水道課 52

会計名 予算額（千円） 事業課 ページ

国民健康保険特別会計 6,908,218 保険年金課 49

修繕予算枠 503,869 各施設所管課 47

インフラ修繕予算枠 508,955 各インフラ所管課 48

46

　　修繕予算枠
会計名

後期高齢者医療特別会計 2,188,865 保険年金課 50

介護保険特別会計 5,993,158
介護福祉課
（地域福祉課） 51

予算額（千円） 事業課 ページ

32　財政運営

庁舎管理事務
（充電ステーション設置事業）

4,157 財務政策課 45

ふるさと納税管理事務 333,702 財務政策課

43

42

区分 中事業名 事業費（千円） 事業課 ページ

44

情報化推進事業 81,946 情報広報課 45

30　行政運営

公用車管理事務
（CEV車購入事業）

2,669 財務政策課 43

庁舎建替事業 5,001 財務政策課

26　生涯スポーツ スポーツ施設環境改善事業 3,861 生涯学習課

28　市民自治・協
働 市制３０周年記念事業 2,247 企画政策課

公用車管理事務
（官公庁オークション実施事業）

326 財務政策課

39,40

区分 中事業名 事業費（千円） 事業課 ページ

23　学校教育

教育振興推進
（不登校対策事業）

28,832 学校教育課

小・中学校整備推進事業 402,678 教育総務課 41

給食センター施設・設備環境改善事業 17,343 学校給食センター 42

22　観光まちづくり
の推進 観光振興事業 25,514 産業振興課 38

37

21　商業の振興 企業誘致促進事業 1,364 企業誘致室 37

20　農業の振興
農業経営者支援事業 5,744 農政課 36

６次産業化推進事業 350 農政課

区分 中事業名 事業費（千円） 事業課 ページ

拡充

ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業
新 規
拡 充

ＰＲ事業

新 規

ＰＲ事業
新 規

新 規

ＰＲ事業
新 規

ＰＲ事業
新 規

新 規
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１３　主要事業概要

２　子育て・子育ち支援

ＳＤＧｓゴール

ＳＤＧｓゴール

　市内在住の医療的ケア児に対し、訪問看護事業
所等から派遣される看護師等が、学校等において
医療的ケアを実施します。

◆場所　
　保育所、幼稚園、認定こども園、
　小学校、中学校、放課後児童クラブ等
◆医療的ケア
　主治医の指示に基づき行う経管栄養、
　たんの吸引、導尿等の処置で、短時間
　かつ定時の対応により処置が終了するもの

一般財源 2,243 千円

子どもの学習・生活支援事業を充実します

　子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されたり、貧困が世代
を超えて連鎖しないよう、必要な学習環境等を整備します。

◆子どもの学習・生活支援事業の拡充
　ひとり親家庭等の中学生とその保護者を対象に、学習
や進学及び生活上の相談等の支援を実施しています。
　令和５年度は、生活困窮者自立支援事業のこどもの学
習支援事業を統合し、小学生（高学年）まで対象者を拡
充し実施することで中学校への進学を前に学習や生活な
ど環境の変化に対応できるよう支援します。

財
源
内
訳

国庫・県支出金 7,814 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円

母子等生活支援事業
（子どもの学習・生活支援委託事業）

子育て支援課

事業費 10,057 千円

１　健やかに暮らす

医療的ケア児支援事業 子育て支援課

事業費 5,496 千円

一般財源 2,436 千円

医療的ケア児とその家族を支援します

0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 3,060 千円
地方債 0 千円
その他

拡充
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ＳＤＧｓゴール

ＳＤＧｓゴール

医療的ケア児の受入体制を整備します

その他 0 千円
一般財源 1,680 千円

　医療的ケア児を持つ保護者の保育ニーズ
に応じるため、看護師配置等の体制整備を
進めます。

◆医療的ケア
　主治医の指示に基づき行う経管栄養、
　たんの吸引、導尿等の処置で、短時間
　かつ定時の対応により処置が終了するもの

認可保育所等支援事業
（第三子保育料無料化事業）

こども課

事業費 12,985 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0

事業費 5,647 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 3,967 千円
地方債 0 千円

公立保育園環境改善事業
（医療的ケア児保育支援事業）

こども課

千円
その他 0 千円
一般財源 12,985 千円

第三子の保育料無料の対象を拡充します

　１８歳未満の児童が３人以上いる場合、
３人目以降の３歳未満児の保育料を所得
階層に関わらず無料とすることにより、
多子世帯の経済的負担を軽減し、就労と
子育ての両立を支援します。

新規

ＰＲ事業

新規

ＰＲ事業
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３　高齢者福祉・介護保険

ＳＤＧｓゴール

ＳＤＧｓゴール

一般財源 4,012 千円

地域の支え合い・助け合いを推進します

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円

　地域共生社会の実現に向け、地域の助け合い・支え合
いの仕組みづくりを推進するため、地域福祉計画・地域
福祉活動計画を策定しています。
　令和５年度は、現在の計画である「にっしん幸せまち
づくりプラン」を推進するほか、計画見直しのためのア
ンケート等を実施し、計画策定の準備を行います。

認定こども園の整備を支援します

地域福祉計画推進事業 地域福祉課

事業費 4,012 千円

その他 1,302 千円
一般財源 0 千円

　令和５年４月からの本郷地区における
新たな認定こども園の拡大移転に伴い、
竹の山地区にあった同施設の解体費用を
補助します。

事業費 3,900 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 2,598 千円
地方債 0 千円

認可保育所等整備支援事業 こども課

新規

ＰＲ事業
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ＳＤＧｓゴール

目指せ、脱！フレイル

その他 2,748 千円
一般財源 0 千円

　健康管理システムを改修し、各課等がそれぞれで把握
している特定健診結果、フレイル質問票データ、各種事
業への参加状況等を一元化し、高齢者の保健事業と介護
予防の一体的な実施を推進していくための共通のデータ
基盤として整備します。

◆データを活用し、より効果的な事業実施へ
　登録されたデータを活用し、高齢者１人ひとりの身体
状況等に合わせた介護予防事業等の案内や効果検証など
を行い、フレイル状態からの脱却を目指します。

事業費 2,748 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円

一般財源 2,958 千円

共に支え合い、健やかに暮らせるまちを目指します

高齢者福祉推進事業
（健康管理システム改修事業）

地域福祉課

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円

　住み慣れた地域で共に支え合い、健やかに暮らせるま
ちを目指し、老人福祉法と介護保険法に基づき、高齢者
福祉計画と介護保険事業計画を一体のものとして「にっ
しん高齢者ゆめプラン」を策定します。
　令和５年度は、アンケートの結果を踏まえた上で、こ
れからの高齢者福祉のあり方を示すべく、向こう３年間
（令和６～８年度）の基本的な考え方、それぞれの計画
の推進、介護保険事業の見込み等の項目別に計画を策定
します。

高齢者福祉・介護保険事業計画推進事業 地域福祉課

事業費 2,958 千円
ＳＤＧｓゴール

新規
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４　障害者・障害児福祉

５　健康づくり

　障害のある方が住み慣れた地域で家族や仲間ととも
に、自分らしい生き方を選択し、自立した暮らしを送る
ことができるまちづくりを目指して、障害者基本計画、
障害福祉計画、障害児福祉計画を一体的に策定します。
　令和５年度はアンケート結果を踏まえた上で、障害者
福祉に関する基本的な考え方や、福祉サービスの見込み
等を定めた計画を策定します。

◆妊活応援事業を開始します
　妊娠を望んでいるが不妊の不安がある夫婦（事実婚含
む）が共に早めに医療機関で相談し検査を受け、治療に
ふみ出すことができるよう不妊治療前ペア検査の費用助
成を行います。

◆産後ケア施設の整備を行います
　産後間もない母親の心身のケアや育児サポート等を受
けられる産後ケア事業を充実させるため、市内産科医療
機関に対し、施設の建設工事等整備費を補助します。

ＳＤＧｓゴール

ＳＤＧｓゴール

障害のある方の自立した暮らしを支えます

母子健康推進事業 健康課

事業費 21,305 千円

その他 0 千円
一般財源 3,360 千円

事業費

一般財源 3,967 千円

妊娠・出産に対し切れ目ない支援を充実します

財
源
内
訳

国庫・県支出金 17,338 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円

3,360 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円

障害者基本計画推進事業 地域福祉課新規

ＰＲ事業

新規
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９　消防・救急

消防団活動を支援します

　火災、風水害等において地域防災力の要となる消防団に対し、活動に係る
経費を助成します。
　消火活動等に備える各種訓練をはじめ、地域住民に対する防火防災意識の
普及、啓発活動等を行うことにより地域防災力を高め、安全で安心なまちづ
くりを推進します。
　また、新たに女性消防団員等を募集し、
災害時における応急手当や避難所運営、
消防団活動の後方支援、防火防災啓発等、
消防団を充実、強化します。

消防団事業 防災交通課

事業費 41,774 千円

一般財源 41,771 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円
その他 3 千円

ＳＤＧｓゴール

消防力の強化、消防組織の運営を支えます

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円

　消防広域化によるスケールメリットを生かした消防体制の充実強化、消防
力の効果的な運用が図られるよう、構成５市町が連携して消防組織の運営に
係る費用を負担します。

◆尾三消防組合消防力整備計画（令和元年度～令和１０年度）
＜令和５年度（主な事業）＞
　・車両更新
　・個別施設計画に基づく消防施設の長寿命化（工事等）

一般財源 921,180 千円

ＳＤＧｓゴール

２　安全・安心を高める

常備消防事業 防災交通課

事業費 921,180 千円

拡充

ＰＲ事業
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１０　交通安全・防犯・消費者行政

交通安全対策事業 道路建設課

その他 0 千円

ＳＤＧｓゴール

交通安全を図るための環境を整備します

事業費 13,066 千円

一般財源 12,615 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 451 千円
地方債 0 千円

　令和５年度は、西中学校区において、日進市と
地域住民、警察、学校が連携し策定した「通学路
交通安全プログラム」に基づき、路肩や交差点の
カラー塗装等を行い通学路の安全を確保します。
　また、通学路以外についても、市内全域におい
て、市民が安心して暮らせるようにカラー塗装や
区画線設置等の道路環境整備を行い、交通安全を
確保します。

ＰＲ事業
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１１　道路

　国道１５３号豊田西バイパス、主要地方道名
古屋豊田線、市道赤池・浅田２号線が交差する
赤池２丁目北交差点において、朝夕のラッシュ
時を中心に慢性的な交通渋滞等が発生していま
す。
　そのため、交差点改良による右折帯の設置や
歩道の整備を行うことにより、交通渋滞の緩和
や市民の安全確保を図ります。
　令和５年度も引き続き事業用地の取得に努め
ます。

一般財源 18,170 千円

渋滞を緩和するために交差点を改良します

財
源
内
訳

国庫・県支出金 18,170 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円

市道赤池・浅田２号線整備事業 道路建設課

事業費 36,340 千円
ＳＤＧｓゴール

香久山地域周辺の交通課題を改善します

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円

　香久山地域周辺において、生活道路を通過する
交通量が増加し、周辺地域の皆さんがヒヤリハッ
トする場面が発生しつつあります。
　子どもから高齢者まで市民の皆様が、安心して
通行できるよう道路環境を整備するため、通過交
通や交通安全の対策案を、周辺地域の皆さんと協
働しながら検討します。

３　暮らしやすいまちを創る

道路施設維持・修繕事業
（交通課題対策検討委託事業）

土木管理課

事業費 18,750 千円

一般財源 18,750 千円

ＳＤＧｓゴール

新規
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ＳＤＧｓゴール

ＳＤＧｓゴール

一般財源 67,313 千円

市内を縦断する都市計画道路を整備します

財
源
内
訳

国庫・県支出金 22,126 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円

その他 0 千円
一般財源 28,902 千円

スマートインターチェンジ整備事業 基幹施設整備課

　東名高速道路へのアクセス性向上による産業振
興・物流効率化や、一般道の渋滞緩和、観光施設
及び防災拠点へのアクセス性向上などの効果が期
待される（仮称）東郷スマートインターチェンジ
の整備を推進します。
　地域との調整結果を反映した変更計画に基づ
き、事業を計画的に行います。

◆令和５年度の予定
　施工計画検討、用地に関する調査、用地購入

（都）野方三ツ池公園線は、香久山と野方町・浅田
町を結ぶ本市の新たな南北軸となる道路です。
　本路線は、既存路線の交通量の分散化や渋滞の緩
和などの地域課題を解消するとともに、市内の南北
を結ぶ幹線道路として本市の基盤整備に欠かせない
重要な路線です。
　令和５年度も引き続き事業用地の取得に努めると
ともに、道路詳細設計及び橋梁詳細設計を行い工事
着工に必要な準備を進めます。
　また、整備区間を延伸して、集落内の通過交通対
策と事業の加速化・効率化を図ります。

事業費 29,262 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 360 千円
地方債 0 千円

スマートインターチェンジを整備します

（都）野方三ツ池公園線整備事業 道路建設課

事業費 89,439 千円

ＰＲ事業

ＰＲ事業
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１２　公共交通

１３　住宅・市街地形成

ＳＤＧｓゴール

ＳＤＧｓゴール

地域活性化の拠点施設を整備します

その他 0 千円
一般財源 104,938 千円

　地域活性化の拠点施設として、都市活力や
にぎわいが創出され、持続的なまちの発展と
活力につながっていく「道の駅」の整備を目
指し、地域振興施設の修正設計、事業地内の
土木工事のほか、指定管理者の選定や名称の
決定など管理運営に係る業務を行います。

◆令和５年度の予定
　地域振興施設の修正設計、事業地内の土木工事、指定管理者の選定等

事業費 342,310 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 70,372 千円
地方債 167,000 千円

一般財源 191,013 千円

公共交通の充実で都市の発展を支えます

道の駅整備事業 基幹施設整備課

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円
その他 60,657 千円

　公共交通ネットワークの充実のため、令和４年
度に引き続きデマンド交通や、将来的なジブリ
パークへの路線化を見据えた名古屋商科大学ス
クールバスの活用による実証実験を行います。
　また自動運転バスの実証実験を行い、くるりん
ばすを含めた市内の交通利便性を高めます。

事業費 251,670 千円

公共交通対策事業 移動政策室ＰＲ事業

ＰＲ事業
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ＳＤＧｓゴール

ＳＤＧｓゴール

土地区画整理事業を推進します

その他 0 千円
一般財源 45,407 千円

事業費 69,707 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 9,300 千円
地方債 15,000 千円

一般財源 12,423 千円

大規模地震に備え宅地の耐震調査を進めます

日進駅西土地区画整理組合推進支援事業
日進駅西土地区画整理地区外関連事業

区画整理課

財
源
内
訳

国庫・県支出金 4,517 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円

　大規模盛土造成地においては、耐震性が不十分
な場合、地震時の滑動崩落により災害が発生する
恐れがあることから、国土交通省による「防災・
減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」に
基づき、宅地の耐震化に向けた調査を進めます。
　令和５年度は、大規模盛土造成地２箇所の地盤
調査や安定計算を実施します。

宅地耐震化推進事業 都市計画課

事業費 16,940 千円

　名鉄豊田線日進駅から西へ約１ｋｍという好立
地を活かし、新しいまちを形成していきます。
　市補助金により土地区画整理事業を支援するこ
とで、道路、水路、公園等公共施設の整備改善を
促進し、良好な都市環境と居住環境の形成を目指
します。
　令和５年度は、組合事業として整地工事等を行
うとともに、市事業として調整池の流末排水路を
整備します。

新規

ＰＲ事業

ＰＲ事業
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１４　公園・緑地・景観

ＳＤＧｓゴール

ＳＤＧｓゴール

香久山西部土地区画整理組合推進支援事業 区画整理課

事業費 83,914 千円

赤池箕ノ手地区の近隣公園の詳細設計を行います

その他 0 千円

事業費 13,517 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 3,240 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円
一般財源 10,277 千円

　既存の市街地である香久山と日生梅森園に囲ま
れた低未利用地にて、新しいまちを形成していき
ます。
　市補助金により土地区画整理事業を支援するこ
とで、道路、水路、公園等公共施設の整備改善を
促進し、良好な都市環境と居住環境の形成を目指
します。
　令和５年度は、組合事業として水路築造や交通
対策工事などを行います。

　土地区画整理事業が進む赤池箕ノ手地区では、４箇所（近隣公園１公園、
街区公園３公園）の公園整備を予定しています。令和４年度に整備する街区
公園１公園に続き、令和５年度は、地域
の方々の意見を取り入れながら実施した
基本設計を踏まえ、近隣公園の詳細設計
を行います。

◆詳細設計箇所
　赤池箕ノ手近隣公園　１ｈａ

一般財源 12,666 千円

土地区画整理事業を推進します

公園・児童遊園等整備事業 都市計画課

財
源
内
訳

国庫・県支出金 26,248 千円
地方債 45,000 千円

ＰＲ事業

ＰＲ事業
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１６　環境負荷の少ない地域社会の形成

　次世代自動車の普及を促進し、自動車からの温室効
果ガスの排出量を削減することにより、地球温暖化対
策を推進するため、次世代自動車を購入する者に対
し、補助金を交付します。

◆補助金額
（１）電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車
　　　５万円

（２）燃料電池自動車
　　　２０万円

千円

ＳＤＧｓゴール

次世代自動車の購入費に対する補助を始めます

その他 0 千円
一般財源 3,000 千円

事業費 3,000 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0

環境基本計画推進事業
（次世代自動車購入費補助事業）

環境課

日進美化センター既存施設解体事業 環境課

事業費 414,619 千円
ＳＤＧｓゴール

財
源
内
訳

国庫・県支出金 146,000 千円
地方債 0 千円
その他 100,766 千円
一般財源 167,853 千円

旧日進美化センターを解体します

　し尿及び浄化槽汚泥を処理する機能を令和４年
度から日進市南部浄化センターに移行したことに
伴い、「旧日進美化センター」の解体撤去工事を
令和４年度から引き続き実施します。

新規

ＰＲ事業
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ごみ・資源収集処理事業 環境課

事業費 2,523 千円
ＳＤＧｓゴール

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円
一般財源 2,523 千円

ごみ・資源収集をさらに効率化します

◆粗大ごみ収集予約のＷＥＢ受付開始
　オペレーターによる電話受付のみで対応している粗大ごみ収集予約に、
２４時間３６５日体制でスマホ等から簡単に予約ができるＷＥＢ受付システ
ムを追加導入します。

◆プラスチック一括回収の開始（令和６年４月から）
　現在実施しているプラスチック製容器包装に加え、製品プラスチックの一
部に範囲を広げた収集を令和６年４月１日から実施するため、事前準備を進
めていきます。

＜令和５年度の予定＞
・集積所看板張替え作業の実施
・一括回収の周知啓発

拡充

ＰＲ事業

「プラスチックは、えらんで、減らして、リサイクル」

容器包装を含むプラスチック製品を

一括回収する

34



１９　河川・排水路

河川排水路整備事業 道路建設課

事業費 20,199 千円
ＳＤＧｓゴール

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円
一般財源 20,199 千円

河川や排水路等を改修します

　台風や豪雨等の災害時においても、円滑に雨水
排水が出来るよう、排水設備の整備を行います。
　令和５年度は、準用河川豊田川の川底が掘られ
ないような対策工事を行います（洗掘防止対
策）。
　また、その他の排水路につきましては、道路の
冠水を防ぐための対策工事等を行います。
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２０　農業の振興

◆地域農業の担い手である農事組合法人・認定農業者への支援の強化
　地域農業を担う農事組合法人等の立上げとその経営を支援していきます。
農業用機器を導入するために要する経費や法人の経理に要する経費を補助し
ます。
　また、新たに被害の拡大が懸念される病害虫の防除に対する農薬について
補助します。

◆有害獣による農作物への被害の防止
　市、ＪＡ、猟友会で組織する日進市鳥獣被害防止対策協議会の連携をさら
に強化し、有害獣対策に取り組みます。適切な場所に箱罠を設置するととも
に、さらに箱罠に取り付けるセンサーを全基に配置し、捕獲の効率化を図
り、農作物被害の軽減を図ります。
　また、経営規模の大きい農業法人などに対して農作物の防護柵設置に要す
る経費の補助を拡充するとともに、引き続き、有害鳥獣捕獲活動の担い手確
保のため、狩猟免許取得費用に対する経費を補助します。

農業経営者支援事業 農政課

４　産業の魅力を高める

事業費 5,744 千円
ＳＤＧｓゴール

農業者を支援し持続可能な農業を展開します

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円
一般財源 5,744 千円

拡充
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２１　商業の振興

ＳＤＧｓゴール

ＳＤＧｓゴール

　「事業用地の確保」に向けて、愛知県企業庁
と共同で東部地区企業団地の開発実現の推進を
図るとともに、旧日進美化センター跡地を民間
企業に売却するための準備を進めます。
　また、新たに「奨励制度」を設け、市内外の
企業等に周知することで、本市への進出と市民
の雇用促進を強力に支援します。

一般財源 1,364 千円

事業用地の確保と奨励制度で企業を誘致します

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円

農産物を活用した新商品の展開を支援します

継続 企業誘致促進事業 企業誘致室

事業費 1,364 千円

　農業の活性化、収益の向上のため、新商品開
発、販路開拓など６次産業化事業の取り組みに必
要な経費を補助します。様々な技術やノウハウを
持っている商工業者、大学や福祉分野などあらゆ
る資源のマッチングを図り、農業の６次産業化を
推進します。
　また、新商品をふるさと納税返礼品に登録し、
商品が広く知られる名産品になるよう支援しま
す。

事業費 350 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円
一般財源 350 千円

６次産業化推進事業 農政課

ＰＲ事業
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２２　観光まちづくりの推進

日進の観光まちづくりを推進します

◆ジブリパーク来園者等に向けた周遊型観光促進事業の推進
　令和４年度に実施した岩崎城天守閣プロジェクションマッピングを発展さ
せながら、光と映像のデジタルアートによる市内観光地の景観づくりなど、
周遊型観光の推進へ補助します。
　この取り組みにより、昨年開園したジブリパークや現在放送されている大
河ドラマ「どうする家康」を上手く活用し、まちのにぎわいの創出を図りな
がら、単なる市内への誘客だけにとどまらず、本市の歴史や特色・良さを市
内外に発信します。

◆地域ブランドの創出やふるさと大使を活用したシティプロモーションの推
進
　市制３０周年を見据え、観光のみならず、あらゆる資源を活用し、ふるさ
と納税返礼品との連携も可能な「地域ブランド」の創出を目指します。ま
た、「ふるさと大使」の設置に向けた準備を進めます。

【令和４年度の岩崎城天守閣プロジェクションマッピングの例】

継続

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円
一般財源 25,514 千円

ＳＤＧｓゴール

観光振興事業 産業振興課

事業費 25,514 千円

ＰＲ事業ＰＲ事業
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２３　学校教育

その他 0 千円

（※１）一般財源の内訳

　学校生活になじめない児童生徒の居場所として、総合運動公園内の教育支
援センター（ハートフレンドにっしん）があります。さらに、教室での居づ
らさを感じている子どもたちの居場所をつくり、個々の状況に合ったきめ細
やかな指導を行うため、まず市内２中学校内に校内ハートフレンドを設置し
ます。クラスへの復帰や精神的・社会的自立を支援します。

◆校内ハートフレンドの支援方針
①基本的な生活習慣の改善
②集団への適応力の育成
③個に応じた学習活動
④相談活動を通じての自信の回復と心の安定

◆令和５年度設置校
　日進西中学校・日進北中学校

②子どもの権利を守るスクールロイヤーを導入します

　学校における児童生徒の人権に関わる法的課題について対応するため、尾
三地区自治体間連携事業の一環として４市町（豊明市、みよし市、東郷町）
でのスクールロイヤー制度を導入します。尾三連携事業とすることで、複数
人の弁護士による安定した相談体制や相談事例の共有などのメリットのある
事業とします。
　愛知県弁護士会推薦の子どもの権利委員会に所属する弁護士に依頼するこ
とで、子どもの最善の利益を実現するとともに、法律のプロによる課題解決
手法を学ぶことで教員の多忙化解消の効果を期待できます。

①２中学校内にて不登校対策クラスを設置します

５　学びと文化で未来を創る人財を育てる

事業費 28,832 千円

教育振興推進（１／２）
（不登校対策事業）

学校教育課

一般財源（※１） 28,832 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円

900
千円

④ＷＥＢＱＵ導入事業
③ＳＳＷ配置拡充事業
②スクールロイヤー導入事業
①校内ハートフレンド実施事業

5,822

千円

千円
千円

21,417
693

拡充

ＰＲ事業

新規
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教育振興推進（２／２）
（不登校対策事業）

学校教育課

ＳＤＧｓゴール

③ＳＳＷを４名から５名へ！相談体制を強化します

　ＳＳＷ（スクールソーシャルワーカー）とは、子どもの最善の利益を目的
に問題を抱える児童生徒を取り巻く環境へ働きかけたり、関係機関等との連
携調整を行う専門職です。
　
　現在４名のスクールソーシャルワーカーが市内４中学校を拠点に児童生徒
だけでなく、課題解決に向け家庭環境にアプローチするため活動していま
す。
今回新たに１名増員し、相談への対応強化だけでなく家庭児童相談室との連
携を強化し、学校だけでは解決できない課題を抱える子どもたちの相談体制
を強化します。

④タブレットでいじめ不登校アンケートを実施します

　子どもたちの学級生活での満足感と意欲、学級集団の状態を測定し、学級
経営に活かすため、小３から中３までを対象に学習用タブレットによるアン
ケートシステムＷＥＢＱＵを年２回実施します。
　いじめ・不登校などの初期把握は、教師による経験に頼るところが多かっ
たのですが、本システムを用いることでクラス状況を「見える化」し、児童
生徒の個別の状況に合わせた働きかけを行う支援をします。また、タブレッ
トでの入力・集計のため、従来の紙方式とは異なり診断結果が即反映されま
す。１学期と２学期に２回実施することで、細やかな対応を促します。
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小・中学校整備推進事業 教育総務課

事業費 402,678 千円
ＳＤＧｓゴール

小中学校の学習環境を整備します

　子どもたちは一日の多くの時間を学習・生活の場所である学校で過ごして
います。より安全で安心な環境で子どもたちが学校生活を送ることができる
よう、また、災害時には地域住民の避難所となることから、安全性が確保で
きるよう、学校施設の適切な維持管理や計画的な修繕・改修を実施します。

◆クラス増に伴う教室改修工事

◆中学校特別教室等空調設備設置工事

　児童・生徒数の増加に対応するた
めの教室改修工事等を行います。

【小学校】
　梨の木小学校

【中学校】　
　日進東中学校・日進北中学校

　生徒の熱中症対策のため、小学校
に続き、中学校の特別教室等に空調
設備を設置します。

財
源
内
訳

国庫・県支出金 55,280 千円
地方債 180,000 千円
その他 0 千円
一般財源 167,398 千円

ＰＲ事業
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２６　生涯スポーツ

ＳＤＧｓゴール

ＳＤＧｓゴール

給食センター施設・設備環境改善事業 学校給食センター

0 千円

　給食食材（野菜、肉類等）を安全で適切に保管するため、冷蔵・冷凍設備
を更新し、おいしい給食を安定的に提供します。
　また、衛生管理の徹底や作業の効率化を図るため、洗浄・排水設備を増設
します。

🔶工事概要

　プレハブ冷蔵庫ユニット更新工事　
　２階洗濯室改修工事

事業費 17,343 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円

一般財源 17,343 千円

施設・設備の環境改善を継続します

千円
その他

千円
一般財源 2,574 千円

スポーツセンターの環境を改善します

財
源
内
訳

国庫・県支出金 1,287 千円
地方債 0 千円
その他 0

新規 スポーツ施設環境改善事業 生涯学習課

事業費 3,861 千円

地方債

　スポーツ活動の場や健康増進・余暇を楽しむ場
として重要な役割を担っているスポーツセンター
を安全・安心に利用いただくため、スポーツセン
ターエントランスの安全確保を目的とした天井改
修設計を行います。

0

新規

42



２８　市民自治・協働

３０　行政運営

千円
その他

６　地域の自治力と行政経営力を高める

市制３０周年記念事業 企画政策課

事業費 2,247 千円

一般財源 2,247 千円

0
財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債

ＳＤＧｓゴール

410 千円
一般財源 2,259 千円

千円
その他 0 千円

　令和６年１０月１日に市制３０周年を迎えるに
あたり、「たのしいをいっぱいつくる」をテーマ
とし、市民の皆様との協働により機運を高めるた
めに記念グッズや啓発グッズを作成し、市民の皆
様とともに「たのしいイベント等」が実施できる
よう、市制３０周年に向けた準備を行います。

市制３０周年記念事業を準備します

ＳＤＧｓゴール

公用車管理事業
（ＣＥＶ車購入事業）

財務政策課

事業費 2,669 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0

公用車としてＣＥＶ車（電気自動車）を導入します

　次世代自動車の普及を促進し、自動車からの温
室効果ガスの排出量を削減することにより地球温
暖化対策を推進するため、公用車としてＣＥＶ車
（電気自動車）を購入します。

ＰＲ事業

新規

新規

43



　北庁舎は、昭和３７年建設以降、一時期図書館
への用途変更がありましたが、築６０年となる現
在も利用しています。平成２２年には耐震補強工
事を行いましたが、機能面ではエレベータ不設置
によるユニバーサルデザインの配慮不備、施設面
では設備機器老朽化等、庁舎として多くの課題が
あります。
　新型コロナ以降、庁舎に必要な機能も大きく変
化しているため、令和４～５年度の２か年をかけ
て、将来を見据えた庁舎建替の基本構想を策定し
ます。

庁舎建替事業 財務政策課

事業費 5,001 千円

庁舎建替の基本構想を２か年（Ｒ４－Ｒ５）で策定します

財
源
内
訳

0 千円
一般財源 326 千円

一般財源 5,001 千円

国庫・県支出金 0

　「官公庁オークション」は、「リユース（繰り
返し使う）」を促進するサービスとして、官公庁
が物件を出品し、一般のユーザーが簡単に参加で
きるインターネットオークションです。
　本年度は、買い替えを予定している公用車を
「官公庁オークション」に出品します。
　今後は、公用車以外の物品についても出品して
いく予定です。

千円
地方債 0 千円

ＳＤＧｓゴール

その他 0 千円

買い替え予定の公用車を官公庁オークションに出品します

公用車管理事業
（官公庁オークション実施事業）

財務政策課

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円

事業費 326 千円
ＳＤＧｓゴール

その他

新規
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３２　財政運営

　次世代自動車の普及を促進し、自動車からの温
室効果ガスの排出量を削減することにより地球温
暖化対策を推進するため、充電ステーションを市
役所に設置するなど、次世代自動車の利用環境を
整備します。

　住民の負担軽減と利便性向上を目指し、最新技術の活用を推進し、スマー
トな自治体を実現します。
◆スマート窓口・キャッシュレス決済システム導入事業
　「書かない・待たせない窓口」実現のため、スマート窓口とキャッシュレ
ス決済システムを導入します。スマートフォン等で来庁前に申請書等に必要
な情報を入力できるようにすることで、来庁してからの待ち時間・滞留時間
を減らします。
◆ＲＰＡ推進事業
　職員が行う定型的なＰＣ操作を、ロボットに実施させることで
業務時間の削減及び作業品質の向上を進めます。令和５年度
は新たに５業務を自動化します。

事業費 4,157 千円
ＳＤＧｓゴール

情報化推進事業 情報広報課

行政手続きをスマート化します

庁舎管理事務
（充電ステーション設置事業）

財務政策課

千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 36,630 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円
一般財源 45,316

事業費 81,946 千円
ＳＤＧｓゴール

千円
その他 1,003 千円
一般財源 3,154 千円

次世代自動車の利用環境を整備します

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0

ＰＲ事業

新規

ＰＲ事業

新規

ＰＲ事業

新規

45



ふるさと納税による「まちづくり」を推進します

　ふるさと納税は、自治体への寄附制度です。返礼品競争ではなく、寄附を
通した関係人口増加を目指します。ふるさと納税による自治体ＰＲと共に産
業発展を図りながら、寄附者の意向に沿った寄附金の活用により、本市の目
指す「まちづくり」を推進します。

◆自治体ＰＲと産業発展のためパートナー企業による返礼品拡充
　ふるさと納税による自治体ＰＲには、魅力あるユニークな返礼品の充実が
不可欠です。返礼品開発を市内産業発展の有益な支援と捉え、新たなパート
ナー企業の募集と共に、既に参加いただいているパートナー企業へも開発支
援を行い、更なる拡充を目指します。

◆個人を対象にした取組
　楽器寄附ふるさと納税や寄贈型ふるさと納税、クラウドファンディグなど
に取り組んでいます。ふるさと納税をきっかけに「にっしんのファン」を増
やしていきます。

◆企業版ふるさと納税制度の活用
　本市の地方創生プロジェクトに企業が応援できる、企業版ふるさと納税制
度を積極的に活用していきます。

【令和４年度実施クラウドファンディング「図鑑も電子で読める時代！タブ
レットを活用して貸し出しを実現したい！」】

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円
一般財源 333,702 千円

ふるさと納税管理事務 財務政策課

事業費 333,702 千円
ＳＤＧｓゴール
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一般財源

財
源
内
訳

地方債
国庫・県支出金

その他

　
　平成３０年度から第２次経営改革プランに基づき市有建築物の老朽化対策
等を計画的に推進し、市有建築物の長寿命化や財政負担の平準化を図るため
「修繕予算枠」を設けました。
　各施設の優先順位を、保全計画上の適時性、物的緊急性、最適化性、付加
的要因等の評価項目ごとに点数化することで対象事業を決定しています。
　令和５年度の「修繕予算枠」による事業概要は次のとおりです。

千円
千円
千円
千円

228,082
0

168,000
107,787

事業費 503,869 千円

修繕予算枠

ＳＤＧｓゴール

中事業名 担当課 金額 施設名 概要

社会福祉協議会・中央福祉セ
ンター運営事務

地域福祉課 7,398千円 中央福祉センター 受変電設備修繕工事及び監理

公立保育園維持整備事業 こども課 85,800千円 北部保育園 空調改修工事及び監理

相野山小学校

外壁（体育館）改修設計
屋上防水（南棟）改修設計
給排水設備（高架水槽）改修工事
機械設備（南棟トイレ）改修設計
機械設備（北棟・南棟東トイレ）改修
工事及び監理

香久山小学校 外壁（南棟）改修工事及び監理

日進東中学校
外壁（北棟）改修設計
屋上防水（北・南棟）改修設計

スポーツ施設維持修繕事業 生涯学習課 133,694千円 スポーツセンター
空調（こども部屋・第一競技場・ト
レーニングジム前他）改修工事及
び監理

276,977千円小・中学校管理事業 教育総務課
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※下水道・農業関連施設を除く

　老朽化が進むインフラ資産について予防修繕の観点から、適切な維持管理
を目指し、また中長期的な更新・修繕等に係るライフサイクルコストを縮減
するために、令和５年度から新たに「インフラ修繕予算枠」を創設し、計画
的な修繕への取り組みを試行実施します。
　対象事業は、各インフラ施設の安全性、施設必要性、構造性、損傷度等か
ら優先度を評価のうえ決定しています。

（１）対象事業

（２）予防修繕の考え方

24,000 千円
その他 0 千円
一般財源 425,007 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 59,948 千円
地方債

インフラ修繕予算枠

事業費 508,955 千円
ＳＤＧｓゴール

中事業名 担当課 金額

道路長寿命化事業 154,561千円

道路改良事業 119,142千円

河川排水路整備事業（再掲） 20,199千円

道路施設維持・修繕事業 91,052千円

河川排水施設維持・修繕事業 85,296千円

宅地耐震化推進事業（再掲） 16,940千円

公園・児童遊園等管理事業 21,765千円

道路建設課

土木管理課

都市計画課

48



主な特別会計

国民健康保険特別会計 保険年金課

予算額 6,908,218 千円

　国民健康保険特別会計は、総額が６９億８２１万８千円で、３億６,９１５
万４千円、５．６％の増加です。

【歳入】
　国民健康保険税は１４億６７万３千円で、３,６８７万８千円、２．６％の
減少です。
　県支出金は４５億９,２８７万４千円で、３億６５５万円、７．２％の増加
です。
　繰入金は９億９１６万８千円で、歳出の国民健康保険事業費納付金の増加
等により９,９７７万５千円、１２．３％の増加です。繰入金のうち基金繰入
金は４億４,０００万円で、１億円、２９．４％の増加です。

【歳出】
　保険給付費は４５億３,３１３万８千円で、３億３１４万９千円、７．２％
の増加です。
　国民健康保険事業費納付金は、２２億２,４８２万４千円で、６,７４２万
７千円、３．１％の増加です。
　保健事業費は、９,０００万１千円で、７５６万５千円、９．２％の増加で
す。

【主な事業】
　各種保険給付事業を引き続き実施するほか、出産に係る経済的負担を軽減
するため、出産育児一時金を８万円引き上げます。
　また、医療費適正化の取り組みとして、特定健康診査や特定保健指導、糖
尿病性腎症重症化予防事業等、きめ細やかな保健事業を引き続き実施しま
す。さらに、今後の保健事業実施の指針となる第３期データヘルス計画を策
定します。

国民健康

保険税
20.3%

県支出金
66.5%

繰入金
13.1%

諸収入等
0.1%歳入

総務費
0.6%

保険給付費
65.6%

国民健康保険

事業費納付金

32.2％

保健事業費
1.3%

諸支出金
0.1%

その他
0.2%歳出
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　後期高齢者医療特別会計は、総額が２１億８，８８６万５千円で、７,０８
９万円、３．３％の増加です。

【歳入】
　後期高齢者医療保険料は１２億２，８７９万円で、１，４３１万７千円、
１．２％の増加です。
　繰入金は９億１，２５５万９千円で、広域連合の標準システムの機器更改
等に伴う経費が新たに発生したことによる広域連合事務負担分繰入金の増加
のため６．５％の増加です。
　諸収入は４，７５１万４千円で、医療費窓口２割負担導入に対する特別対
策補助金は廃止されたものの、被保険者数の増加により健診事業受託収入の
増加が見込まれるため６７万７千円、１．４％の増加です。

【歳出】
　総務費は７，３５５万７千円で、医療費窓口２割負担導入に伴う通信運搬
費が削減されましたが、被保険者数の増加による健診委託料の増加や、新規
で特定健康診査システム改修委託料を計上し、１３４万６千円、１．９％増
加です。
　後期高齢者医療広域連合納付金は２１億１,２２０万６千円で、歳入と同様
に広域連合の標準システムの機器更改等に伴う経費が新たに発生したことに
よる事務費負担金の増加や、被保険者数の増加による保険料等負担金及び療
養給付費負担金の増加を見込み、６，９５４万４千円、３．４％の増加で
す。

【主な事業】
　糖尿病性腎症重症化予防事業や昨年度から実施している栄養パトロール事
業を引き続き実施するとともに、医療・健診・介護のデータを活用した保健
事業と介護予防の一体的な実施を推進します。
　また、令和５年度は新たに特定健康診査システムの改修を行うことで、国
民健康保険から新たに後期高齢者医療保険に加入した高齢者を一元管理し、
きめ細やかな支援を行っていきます。

後期高齢者医療特別会計 保険年金課

予算額 2,188,865 千円

後期高齢者医

療保険料
56.1%

繰入金
41.7%

諸収入
2.2%

歳入
総務費
3.4%

後期高齢者医療広域

連合納付金
96.5%

諸支出金
0.1%

歳出
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　介護保険特別会計は、総額が５９億９，３１５万８千円で、３億６，８８
６万２千円、６．６％の増加です。

【歳入】
　介護保険料は１３億２，９７１万１千円で、２，９２７万円、２．３％の
増加です。国庫支出金は８．４％の増加、支払基金交付金は６．７％の増
加、県支出金は６．４％の増加、繰入金は９．９％の増加となっており、保
険給付費の増加に伴い、財源の負担割合に応じてそれぞれ増加となります。

【歳出】
　保険給付費は５５億８，１８８万２千円で、要介護・要支援者の増加に伴
い、６．９％の増加です。地域支援事業費は３億１，１３８万７千円で、ほ
ぼ横ばいとなっています。

【主な事業】
◆保険給付費
　高齢者数の増加が予測されるなか、介護保険制度の持続可能性を維持しな
がら、高齢者が住み慣れた地域で日常生活を営むことが可能となるよう、第
８期介護保険事業計画に基づき、介護保険サービスの適正な給付を行いま
す。

◆地域支援事業費　～地域共生社会の一層の推進に向けて～
　団塊の世代の人が全て後期高齢者となる２０２５年を目前に控え、地域包
括ケアシステムの深化・推進を図り、高齢者の自立支援、介護予防・重度化
防止に取り組むとともに、地域共生社会の実現に取り組みます。
　令和４年度までの３年間モデル事業として進めてきました、地域住民によ
る高齢者移動支援事業について、２台目となる新たな車両を配備するなど、
引き続き、地域の支え合い、助け合いの取り組みを支援していきます。
　また、新たに、介護・医療・健診情報等のデータを活用した高齢者の身体
状況等に合わせた多様な介護予防活動の推進、認知症ケアパスの活用や認知
症の方同士の交流機会の創出を進めていきます。

介護福祉課
(地域福祉課)

予算額 5,993,158 千円

介護保険特別会計

保険料
22.2%

国庫支出

金 18.4%
支払基金

交付金
25.5%

県支出金
14.0%

繰入金
19.8%

その他
0.1%歳入 総務費

1.4%

保険給付

費 93.1%

地域支援

事業等費
5.2%

その他
0.3% 歳出
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収益的収支 資本的収支
下水道事業収益 2,134,296 千円 資本的収入

下水道事業会計 下水道課

予算額

1,288,066 千円
下水道事業費用 2,129,541 千円 資本的支出 1,470,446 千円

　南部浄化センターと北部浄化センターの老朽化施設の処理場改築工事を行いま
す。

　令和４年度に引き続き、河川等の水質保全のため南部処理区の整備と、老
朽化した管渠及び処理場施設の改築を進めてまいります。

◆下水道管路の建設　

　本郷地区、日生東山園の管渠埋設工事と令和４年度施工地区の舗装復旧工事を行
います。

◆下水道管路の改良　

　南ケ丘地区、三井和合台団地の管渠改築工事と令和４年度施工地区の舗装復旧工
事を行います。

◆処理場の建設改良

管渠埋設工事

[本郷町]

約2,000m

処理場改築工事

[南部浄化センター]

舗装復旧工事

舗装復旧工事

管渠埋設工事

[日生東山園]

約1,300ｍ

管渠改築工事

[南ケ丘]

約4１0m
管渠改築工事

[三井和合台団地]

約420m 舗装復旧工事

舗装復旧工事

処理場改築工事

[北部浄化センター]
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１４　参考資料

■令和５年度の当初予算には、以下の取り組みを盛り込んでいます。
（単位：千円）

取り組み 予算額

新 次世代自動車（ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶ）購入費補助金 3,000

新 本庁舎への次世代自動車の充電ステーション設置 4,157

新 公用車への次世代自動車（ＣＥＶ）の導入 2,669

新 自動運転バス（ＥＶ）の実証実験 60,656

新 ジブリパークアクセス便の実証運行 2,800

６次産業化支援事業補助金 300

市民農園維持管理事業 2,038

農業団体活動費補助金 200

環境交付型農業直接支払交付金 762

新 梨の木小学校体育館のＬＥＤ化 9,000

ＬＥＤ式防犯灯の新規設置 4,263

省エネ・再エネの推進 住宅用地球温暖化対策機器設置費補助金 10,000

ごみの減量推進 新 製品プラスチックの一括回収準備事業 580

平成日進の森林造林事業 2,593

緑の街並み推進事業補助金 10,000

緑のカーテン普及啓発事業 579

合計 113,597

緑の保全と活用、
緑の創出

「ゼロカーボンシティ」を目指すための主な予算

次世代自動車の普及促進

公共交通の利用促進

ＬＥＤ照明の導入

地産地消の推進

※フードマイレージ（食料の輸送量と
輸送距離を掛け合わせた指標）を小さ
くして、輸送による二酸化炭素排出を
抑制します。

目的

〇令和４年２月に、２０５０年に温室効果ガスの排出量を実質ゼロにする目標を

掲げた、ゼロカーボンシティを宣言し、これまで以上に地球温暖化の防止への

取り組みを推進しています。

〇令和５年度は、次期環境基本計画の策定の中で、地球温暖化対策実行計画を

見直し、ゼロカーボンシティの実現に向けた取り組みを進めます。
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